
貸借対照表 

平成 31 年 2 月 28 日現在 

資産の部 負債の部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

 円  円 

流動資産 3,841,573,208 流動負債 2,947,605,161 

現 金 及 び 預 金  1,362,276,431 支 払 手 形  257,006,031 

受 取 手 形  118,563,828 電 子 記 録 債 務  470,576,550 

売 掛 金 598,690,776 買 掛 金 229,897,176 

電 子 記 録 債 権  126,408,068 短 期 借 入 金 1,420,097,183 

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ債 権 等  24,872,774 １年内返済予定の長期借入金 188,803,200 

仕 掛 品 1,229,803,537 １年以内償還予定の社債  10,000,000 

貯 蔵 品 5,576,580 短 期 リー ス債 務  2,590,704 

前 渡 金 68,047,888 未 払 金 22,477,167 

前 払 費 用  17,888,422 未 払 法 人 税 等  54,216,703 

未 収 入 金  47,193,031 未 払 費 用  51,388,803 

未 収 消 費 税 等  108,382,950 前 受 金 197,593,612 

立 替 金 35,616,823 預 り 金 12,029,645 

短 期 貸 付 金 103,109,100 賞 与 引 当 金 29,168,576 

そ の 他流 動資 産  543,000 仮 受 金 1,759,811 

貸 倒 引 当 金 △ 5,400,000 固定負債 639,618,281 

固定資産 1,268,827,690 長 期 借 入 金 292,424,200 

有形固定資産 694,400,279 長 期 リー ス債 務  6,451,164 

建 物 234,980,663 退 職 給付 引当 金  110,424,666 

建 物 附 属 設 備  27,544,303 役員退職慰労引当金 230,318,251 

構 築 物 6,972,546 負 債 の 部 合 計 3,587,223,442 

機 械 装 置  14,599,555 純資産の部 

車 両 運 搬 具 1,683,986   

工 具 器 具 備 品  4,259,718 株主資本 1,523,177,456 

土 地 351,768,248 資 本 金 210,000,000 

リ ー ス 資 産 8,144,100 資 本 剰 余 金 144,751,300 

建 設 仮 勘 定 44,447,160 資 本 準 備 金 144,751,300 

無形固定資産 44,437,260 利 益 剰 余 金 1,168,426,156 

電 話 加 入 権 2,010,159 利 益 準 備 金 12,500,000 

水 道 施設 利用 権  190,654 その他利益剰余金 1,155,926,156 

ソ フ ト ウ ェ ア  42,236,447 別 途 積 立 金  300,000,000 

投資その他の資産 529,990,151 繰越利益剰余金  855,926,156 

投 資 有 価 証 券  3,600,000   

子 会 社 株 式 403,785,900 純 資 産 の 部 合 計  1,523,177,456 

出 資 金 160,100   

保 証 金 2,836,000   

長 期 前 払 費 用  101,393   

保 険 積 立 金 1,880,000   

繰 延 税 金 資 産  117,626,758   

資 産 の 部 合 計 5,110,400,898 負債 ･純資産の部合計 5,110,400,898 

コムコ株式会社 



個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

時価のあるもの 

期末時の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・仕掛品 

個別法による原価法によっております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法によっております。 

（３）固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 

法人税法の規定に基づく定率法によっております。 

但し、平成 10年４月１日以後に取得する建物（建物附属設備を除く）及び平成 28年４月

１日以後に取得した建物附属設備並びに構築物については、法人税法の規定に基づく定額

法によっております。 

無形固定資産 

法人税法の規定に基づく定額法によっております。 

リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法に定める法定繰入率により計上しておりま

す。 

賞与引当金 

役員、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、退職給付債務見込額は、簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額）により計

算しております。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しており

ます。 

 



（５）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（リ

ース契約１件あたりのリース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除く）につ

いては、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

（６）消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

（７）税効果会計を適用しております。 

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第 28 号 平成 30 年２月

16日)等を早期適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。 

 


